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スマートシティの定義

 スマートシティの概念は、多岐にわたっており、時代とともに変遷している。第一世代は、いわゆるスマートコ
ミュニティであった。第二世代は、自治体の統合データプラットフォーム上にて各種アプリケーションが連携して
いる姿であった。第三世代は、AI及びビッグデータを活用し、接続された全システムの統合・連携制御を目
指している姿である。

 NRIでは、現時点において、スマートシティとは、「都市内に張り巡らせたセンサーを通じて、環境データ、設
備稼働データ・消費者属性・行動データ等の様々なデータを収集・統合してAIで分析し、更に必要な場合
にはアクチュエーター等を通じて、設備・機器などを遠隔制御することで、都市インフラ・施設・運営業務の最
適化、企業や生活者の利便性・快適性向上を目指すもの」と定義する。

近年のAI技術、無線通信技術、データサイエンス、センサー＆アクチュエーター技術等の急速な進歩により、
真の意味でのスマートなシティが実現可能になってきているのである。

スマートシティが注目される背景ともたらす意味合い

 GAFA等のサイバー空間のプレイヤーがリアル空間に展開する際のエントリーポイントとなっている。

中国でスマート技術が実装され訪れる人に驚きをもたらせている。

都市間競争が加速しているが、差別化要素としてICT活用が重要になってきている。

都市課題の解決には、物理的なインフラ整備だけではなく、ICTを活用した効率化で対応する必要があり、
その効果も立証されつつある。

１．スマートシティとは
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スマートシティ 今注目する理由

内閣府、経済産業省、国土交通省、総務省などの中央省庁は
スマートシティ整備に向けた検討、事業を推進している

主な事業名 概要 都市例

省庁等 内閣府 スーパーシティ構想 AI及びビッグデータを活用し、社会の在り
方を根本から変えるような都市設計の動
きが国際的に急速に進展している。第四
次産業革命を先行的に体現し、革新的
な暮らしやすさを実現する最先端都市と
なる「スーパーシティ」の構想を実現する

現在はまだない

国交省 スマートシティ実証調査／スマートシ
ティプロジェクト支援事業(H31新
規）

先端技術をまちづくりに活かし、市民生
活・都市活動や都市インフラの管理・活
用を高度化・効率化

札幌市
豊島区

総務省 ICT街づくり推進事業／データ利活
用型スマートシティ推進事業

ICTを活用した分野横断的なスマートシ
ティの街づくりを支援

札幌市、加古川市、高松
市、会津若松市

経済産業省 スマートコミュティ実証事業／スマー
トコミュニティ構想普及支援事業

ITや蓄電池の技術を活用し、需要サイド
を含めた分散型エネルギー管理を行う

横浜市、豊田市、けいは
んな、北九州

未来投資会議 成長戦略の一環としてスマートシティの構築を提起

産業界 COCN デジタルスマートシティの構築プロジェクトが進行中

経団連 Society5.0の実現のためのアクションプランを公表(H30.11)

出所）内閣府 スーパーシティ構想よりNRI作成

主要官庁のスマートシティ関連事業
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スマートシティ 今注目する理由

欧米・中国・アジア・中東など、海外においても、実装済、
あるいは実装中のスマートシティが現れ始めている

都市 事業主体 内容

アムステルダム 自治体 CO2排出削減を目指した環境・エネルギー公共サービス、健康医療、農業等の試験事業を実施。また気象データ
と水路・運河の維持管理データを同時に分析し、氾濫を予測

コペンハーゲン 自治体 街灯、ゴミ箱、下水処理システム、携帯電話等からデータを収集し、信号制御の最適化、大気汚染やCO2排出
の改善に活用。データは取引市場を介して民間企業等に提供

ドバイ ドバイ政府 都市全体をICTインフラで整備、官民問わずあらゆる情報をネット上で利用。ブロックチェーン技術、自動走行車、
エアタクシー等

シンガポール 国家 国土全体を３Dモデル化し、建築物や土木インフラ等に情報をリンクさせたデータベースを作成

中国・杭州市 杭州市、アリババ、
ET City Brain

道路交通情報をAIで分析し、交通取り締まり、渋滞緩和を実現

中国・雄安新区 国家 全面的なスマート環境（エネルギー、交通、物流システム）と行政システムを備えた新都市の建設

トロント Alphabet(Google
)子会社

都市の各所にセンサーを設置し、交通流・大気汚染・エネルギー使用量、旅行者の行動パターン等の情報を常時
収集し、都市設計に反映

サンディエゴ GE・AT&T・インテル
など

スマート街灯による街灯統御、歩行者・車両データの取得、スタートアップ企業へのデータ提供等による都市環境
の構築

ヘルシンキ MaaSグローバル ベンチャー企業が開発したMaaSアプリを使い、シームレスなモビリティシステムを提供

出所）内閣府 スーパーシティ構想および各種公開資料よりNRI作成

海外における代表的なスマートシティ取り組み事例
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スマートシティ 今注目する理由

スマートシティの概念は、多岐にわたっており、時代とともに変遷している。
現在、議論の俎上に上がっているのは、第三世代のスマートシティである

特徴

データ・
システム概念

第一世代 第二世代 第三世代

• スマートコミュニティと呼ばれる
ことも多かった

• 特に日本ではエコとスマートな
エネルギーをテーマにそのため
のICT技術を活用

• 自治体の統合データプラット
フォームの上に、電子政府、エネ
ルギー、セキュリティ等のアプリ
ケーションを展開し

• 更にアプリケーション間のデータ連
携も行う

• GAFAやアリババのようなデジタル・ネイ
ティブ企業も取り組んでいる

• AI及びビッグデータを活用し、接続さ
れた全システムの統合・連携制御を目
指している

データ連携基盤

データA データB データC

システムA システムB システムC

データ

システム

エネルギーエネルギー 電子政府 セキュリティ

AI

データ連携基盤

データA データB データC

システムA システムB システムC

エネルギー 電子政府 セキュリティ

データD

システムD

× × ×

スマートシティの変遷と現在注目されているスマートシティ
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スマートシティの定義

モビリティ・エネルギー等インフラサービス

行政サービス 住民・来訪者・企業向けサービス

ビル・施設における物件サービス

自動運行EVバス
による交通渋滞解消 エネルギーの完全自給自足

によるオフグリッド

AIによるビッグデータ分析
設備等の制御支持

ゴミ箱の収納状況に
応じた収集ルート設計
によるごみ収集効率化

人流に応じた街灯の照度
制御による光熱費削減

人の集まり状況に応じた
空調・照明制御

汚れ状況・不審状況
に基づく清掃・警備による

運営コスト削減

顔認証による
決済サービス

デジタルサイネージ・行き先案内連動
による誘導・送客・回遊支援

スマートシティとは、都市内に張り巡らせたセンサーを通じて、環境データ、設備稼働データ・消費
者属性・行動データ等の様々なデータを収集・統合してAIで分析し、更に必要な場合にはアク
チュエーター等を通じて、設備・機器などを遠隔制御することで、都市インフラ・施設・運営業務の
最適化、企業や生活者の利便性・快適性向上を目指すもの

出所）NRI作成 なお、ピクトは以下サイトを活用
http://icooon-mono.com/

http://icooon-mono.com/
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スマートシティの定義

デジタル技術の高度化により、第三世代のスマートシティの実現性が高まっている

時間

キャッシュイン
（都市生産性）

キャッシュアウト
（都市コスト）

時間

キャッシュイン
（都市生産性）

キャッシュアウト
（都市コスト）

高性能・効率技術・サービス導入
によるコスト上昇
Ex  高効率送電システム ・ LRT 等

高性能・効率技術・サービス導入
による省エネ・ 保守コスト削減

分散型・デジタル型技術・サービス導入
によるコスト低減
Ex  EVバス＋太陽光発電＋BESS等

IOT・AI活用したデータ分析による
保守コスト削減
Ex 計画保守→状態に応じた保守 等

企業の生産性・住民快適性向上による
GDP・税収向上
Ex MaaSによる移動時間短縮、ロボット活用等

従来のスマートシティ技術・サービス デジタルと組み合わせたスマートシティ技術・サービス
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スマートシティが注目される背景ともたらす意味合い

スマートシティは日本における重要な課題の交差点である

GAFAやIBM等のサイバー
空間のプレイヤーがリアル空
間に展開する際のエントリー

ポイント

中国版のGAFAであるアリバ
バ、テンセント等がビッグデー
タ活用、AI活用でスマート
シティを実装し始めている

大都市への人口集中が更
に加速する中で、交通渋滞
や温暖化ガス排出問題等
に対して物率的なインフラ整
備だけではなく、ICTを活用
した効率化で対応する必要

がある

都市間競争が加速化する
中で、都市の競争力、都市
開発プロジェクトの競争力に
おいて、ICT(IoT, AI)の活
用がクリティカルになりつつあ

る

センサー、IoT, AI
の進歩と都市への

実装

都市データの分析
とインフラ最適化

ITプラットフォー
マーの都市計画・
経営への進出

次世代の
都市開発・経営

米中プラットフォーマー
への対抗

日本の社会経済課題への
対応(Society 5.0)

インフラ輸出の新機軸

人口と都市の高齢化の中で、ICTを
活用し持続可能な都市実現

日本企業・日本
にとっての意味

1

2

3

4
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スマートシティが注目される背景ともたらす意味合い ＞ ①GAFAのリアル空間へのエントリーポイント

WEB/バーチャル空間を主戦場としてビジネスを展開してきたGAFA等のデジタル・ネイティ
ブ企業がスマートシティ整備を通じてリアルワールドのビジネスを展開しようとしている

Cisco IBM Siemens JCI Alibaba Google

行
政

交通管制 ● ● ● ●

環境・省エネ ● ● ● ● ●

廃棄物処理 ●

治安・防災 ● ● ● ● ●

行政業務 ●

上下水道 ● ● ●

ビ
ル

設備保全・監視 ● ● ●

エネルギー ● ● ▲

警備・清掃 ● ●

個
人
・
企
業

働き方改革 ● ●

ヘルスケア ● ●

モビリティー ● ● ●

決済・物流・広告 ▲ ● ●

イノベーション ▲ ● ●

地域社会・信用 ● ●

スマートシティにおける各社の主要サービス領域

出所）各社公開資料からNRI作成
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スマートシティが注目される背景ともたらす意味合い ＞ ②アリババ・テンセントの技術実装

アリババ・テンセントは、センサーや顔認証技術をビルや街で実装展開している。
野村総研（北京）でも平安科技と連携して顔認証式入退館システムの実証を開始

出所）NRI撮影
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スマートシティが注目される背景ともたらす意味合い ＞ ③ICTを活用した都市課題の解決

Sunshine Coast City （人口約30万人）では、スマート・デジタルシティ導入によって、
年間約数千万豪ドルの経済効果が想定される(1/2)

分野別スマートソリューション 10年間で予想される経済効果

セキュリティ
（防犯カメラ、音声マイク、
センサー）

3,500～
5,500万ド
ル

• 公共スペースの治安向上
• 安全でない地域の特定、長期的な地域環境データを活用した犯罪発生予測
• 遠隔からのインフラ管理と分析によるメンテコストの削減、水道パイプ等の定期メンテナンス削減による環境破壊の低減
• 犯罪発生率が2%低下し、公園などの公共施設利用向上
• 警察の取り締まり向上
• インフラ監視による定期メンテナンス削減

廃棄物管理 200～
300万ドル
（一部地域
のみ）

• ゴミ収集効率化によるコスト削減
• ゴミ収集車両の削減
• 観光客や店舗が利用する施設の品質向上
• 公共スペースの環境向上

水道インフラ管理 8,000万ド
ル

• 水道パイプの破損個所の特定迅速化と漏水時間の短縮（最大30%削減）
• 住民に送られる水の水質向上、浄水のための薬品使用量削減
• 住民、企業への水使用量削減方法の案内（水使用量を最大10%削減）
• メンテナンス作業員削減
• 水道メーターを読み取る作業員・車両の削減

スマートエネルギー 1.5億ドル • 住民、企業への電気使用量削減方法の案内（電気使用量を最大10%削減）
• 電力使用パターン分析
• 検針作業員・車両の削減（スマートメーター）

スマートパーキング 3,600～
4,000万ド
ル

• 駐車場を探す手間を省くことで交通量と二酸化炭素排出を削減
• ドライバーの駐車場を探す時間を削減
• 駐車料金精算のデジタル化による収益増加、メンテナンスコスト削減
• 駐車違反取り締まり向上

スマートバス 3,000～
4,000万ド
ル

• バスのリアルタイム追跡
• 利用者の待ち時間削減
• 乗車効率化による利用者増加
• バスルート最適化によるコスト削減

出所）Sunshine Coast資料よりNRI作成
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スマートシティが注目される背景ともたらす意味合い ＞ ③ICTを活用した都市課題の解決

Sunshine Coast City （人口約30万人）では、スマート・デジタルシティ導入によって、
年間約数千万豪ドルの経済効果が想定される(2/2)

分野別スマートソリューション 10年間で予想される経済効果

行政サービス 3,500～
5,500万ドル

• 自治体業務効率化
• 住民の行政サービス利用時の待ち時間削減
• 窓口サービス縮小によるコスト削減
• 行政サービス提供の一元化によるコスト削減
• 自治体取り組みへの住民参加促進
• データ分析による行政サービス向上

デジタルサイネージ 500~700万ド
ル

• 広告収入
• 観光客への地域情報の提供による地域経済効果
• アート展示などによるイノベーション創出

スマートヘルス 3,500～
5,500万ドル

• 医療コストの削減
• 医療サービスの向上
• 遠隔医療利用による患者や医師の移動時間の削減
• 住民の健康向上
• 医療機関と教育機関をネットワークでつなげた医療クラスターの構築

スマート教育 1,300~1,80
0万ドル

• オンライン授業の活用
• 留学生の誘致
• 医療機関とのネットワーク化によるバイオ関連成長促進

出所）Sunshine Coast資料よりNRI作成
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スマートシティが注目される背景ともたらす意味合い ＞ ④都市間競争の加速化

都市間競争が加速化する中で、都市の競争力、都市開発プロジェクトの競争力において、
ICT(IoT, AI)の活用がクリティカルになりつつある

シンガポールは世界の中で傑出した都市でなければならない。サ
ンフランシスコやニューヨーク、上海など世界のほかの都市も常に進
歩し続けており、我々はその流れに取り残されてはならない。
我々は優れたIT技術という重要なアドバンテージを有している。この
IT技術を、個人ごと、企業ごと、プロジェクトごとではなく、包括的
な形で活用しなければならない。
つまり、シンガポールは「スマート国家 (“Smart Nation”)」になら

なければならない。技術を活用して、我々の生活をより快適かつ持続
可能なものとし、より多くの人々がつなげ、我々が想像もできないよう
な未来を創りださなければならない。
この計画を進めるためには、全ての人を巻き込む必要がある。

政府が計画の基盤を構築する。そして、様々な行政機関を巻き込ん
で進めていく。

リー・シェンロン首相によるSmart Nation構想発表時の発言要旨

出所）Smart Nation WebサイトよりNRI作成
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海外インフラ輸出の新基軸として広がる事業機会

都市間競争において、スマートシティは重要な差別化要素になってきている。特に、新興国のこれから開発
される新都市では、スマートシティが標準装備になることが予想される。なせなら、そもそも、洗練された街の
システムが不足しており、新興国はリープフロッグ現象が多発するため、スマートシティソリューションが日本より
も先行的に浸透する可能性がある。

 インド・中国のそれぞれでスマートシティ構想は100都市程度ある。アジア・大洋州主要国には、人口百万
人規模の大都市が224カ所もあり、これらの総人口は2015年の7.7億人から35年には10.9億人に増加
する。

 ASAENの都市では、フィリピンクラーク、タイバンスー再開発のように有望案件が目白押しである。大規模な
街区開発事業に参加すると、設備だけでも数百億円規模の事業になることが想定される。

 GAFA、アリババ等プラットフォーマーの台頭

 Google、Cisco、アリババ、SiemensのCityアーキテクチャはほぼみな同じ構成をしている。

 Googleは、トロントではリアル領域でのデータを集めて、設備制御やサービス提供を実空間で実施し始めて
いる。Alibabaは、マレーシアにおいて、ET City Brainsを提供して、都市ソリューションの海外インフラ輸出
の実現を目指している。

日本の社会課題の解決（Society5.0）

 スマートシティ領域の技術を確立することができると、都市部だけではなく、地方部や過疎部におけるインフラ
老朽化や交通弱者発生等の問題も解決が望まれる。

日本では、国家戦略特区の枠組みを活用して、スーパーシティ構想が都市部・地方部の課題解決を目指
して始動しつつある。

2. 日本企業および日本にとってのスマートシティの重要性
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海外インフラ輸出の新基軸として広がる事業機会

地域別でアジアは最多の百万都市を有し、それら都市の総人口も最大である
中長期的に成長を続け、2035年時点でもその地位は不動

926,373

226,782
174,094 162,255 132,652

15,830

1,326,965

281,904
331,557

195,592
144,853

20,648

ラテンアメリカ・カ
リブ(68都市)

北米（51都市）アジア(274都市) オセアニア（6都市）アフリカ(57都市） 欧州（57都市）

+43%

+24%
+90%

+21%
+9%

+30%

2015年

2035年

世界地域別百万都市人口 (2015年時点 世界計513都市)

単位：千人

出所）国連統計局 世界都市化予測 (UN WUP, United Nations World Urbanization Prospects)を元に、NRI試算
注記）地域区分は、UNに基づく
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約3.2億人の増加。100万都市320個分の人口増加のインパクトが見込まれる

海外インフラ輸出の新基軸として広がる事業機会

アジア・太平洋主要国・地域※の2015年時点百万都市224都市の人口は今後増加し、
2035年には約11億人に達する。急成長に合わせた都市整備需要が高まる

アジア・太平洋主要国 百万都市 人口推計・予測
(2015年時点・計224都市)アジア・太平洋主要国 百万都市 国別都市数 (2015年時点・計224都市)

768,304

1,086,185

2015年 2035年

+41%110
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※）東アジア地域包括的経済連携（RCEP。タイ、ベトナム、カンボジア、マレーシア、フィリピン、インドネシア、ミャンマー、シンガポー
ル、ブルネイ、ラオス、日本、韓国、中国、インド、豪州、ニュージーランド）、および台湾
出所）国連統計局 世界都市化予測 (UN WUP, United Nations World Urbanization Prospects)を元に、NRI試算



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 18

海外インフラ輸出の新基軸として広がる事業機会

インド・中国は、国家主導で多数・大規模なスマート・デジタルシティ開発を推進している

• インド政府は2015年に、 2022年までに国内全土に
スマートシティを100カ所構築する政策「スマートシティ
ミッション」を宣言

• 住宅都市省(Ministry of Housing and Urban 
Affairs)のもとでスマートシティミッション(SCM)が推進

• 喫緊では、生活に不可欠な水道や電気などの基礎
的なインフラを整えることが第一の目的とされているが、
一部の大都市においては、ITや最新技術を活用し既
存の課題やインフラを解決することを目指している

- グジャラート・インターナショナル・ファイナンステッ
ク・シティー（GIFT）やドレラSIRは旗艦プロ
ジェクトという位置づけ

- 高層ビルが林立し、太陽光発電パネルや全
自動のゴミ収集、テキストメッセージによる交通
情報の通知など、さまざまなテクノロジーが組み
込まれる予定

インドのスマートシティ政策

• 習近平政権は、官民一体でデジタル・イノベーションの
実証・実現施策を推進。「人口知能（AI）特区」構
想において、巨大企業と都市の結びつきが強化

- 深セン：ヘルスケア（医療映像）×騰訊控
股（テンセント）

- 杭州：スマートシティ×アリババ集団
- 合肥（安徽省）：音声認識×科大訊飛

（アイフライテック）
- 北京一帯（雄安含む）：自動運転×

百度（バイドゥ）
• 雄安新区はモデル未来都市に設定し、次世代の先

端技術を活用したスマートシティ（環境配慮型都
市）として新都市を開発

- 2022年に基礎インフラ整備、2035年完成
- 面積2,000平方キロメートル規模、人口200

万人以上、総投資額2兆元（約35兆円）
の想定

中国のスマートシティ政策

出所）各種公開資料よりNRI作成
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海外インフラ輸出の新基軸として広がる事業機会

 Ecube Labsのソリューションは、リアルタイム及び過去のデータに基づき廃棄物回収のルートとスケジュールを最適化する（ダイナミッ
ク・ルート選定）。スマート廃棄物物流ソリューションは回収頻度を劇的に減らし運営コストを最大80%削減可能。

 ゴミが収集容器から溢れ出さないように、どこまで溜まったかリアルタイムで回収職員に通知する。

 このソリューションでトラック台数と駐車時間が減少し、二酸化炭素排出量が減少する。

日本では既に洗練された都市運営サービスがあり、ソリューションの導入効果が低いことが
あるが、廃棄物収集ソリューションのように未成熟の地域では大きな効果をもたらしうる

• 路上センサーデバイスからのリアルタイム・
データを送受信

• 収集した情報を元に、ゴミ収集管理業務
に有効な情報を配信（取るべきアクショ
ン 等）

• ゴミ・コンテナの収容率をモニターするため
の無線超音波センサー

• CCNモニタリング・プラットフォームとリアルタ
イムで情報をやり取り

• 現在の廃棄物管理オペレーションデータを
活かして、手作業で設定したルートを機
械学習アルゴリズムを使って最適化する
FMソリューション

• PV発電電力を使ったゴミ圧縮容器
• CCNモニタリング・プラットフォームとリアルタ

イムでデータをやり取りするセンサーが設
置されている

Ecube Labs社のスマート廃棄物収集ソリューション

出所）Ecube Labsホームページ（2019年4月16日時点）よりNRI作成
https://www.ecubelabs.com/solution/
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海外インフラ輸出の新基軸として広がる事業機会

規制のハードルが低い新興国では、新技術の活用が一足飛びに進みやすい

STEP1

STEP2

STEP3

リープフロッグ※

優秀かつ豊富な医師は
都市部の病院に偏在

保険制度充実等に
併せ地方部病院の

診療体制充実

遠隔診断・処方等
の導入による

地方部医療の高度化

例えば、インドでは、DocsAPP
社のように、スマートフォンや人
工知能を活用して、遠隔地に
て診断から薬の処方、医師と
の相談を提供する企業が生ま
れている

※リープフロッグとは、段階的な進歩ではなく
新技術などを活用して一足飛びに進歩する状況をさす
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海外インフラ輸出の新基軸として広がる事業機会

アジア・インドでは、リープフロッグが多発している。
インドではライドシェア事業でグローバル企業とローカル企業が鍔迫り合いをしている

Ola Uber (India)

台数(2017) 100万台以上 45万台

台数増分
(2015-2017)

55万台 10万台

展開都市数
(2017)

110都市以上 31都市

シェア(2017) 56.2% 39.6%

Ola Uber(India)

展開地域

• 大都市から地方都
市まで全国展開

• 展開都市の拡大
ペースが速い

• 大都市が中心
• 展開都市の拡大

ペースが遅い

予約手法

• 地方部の劣悪な通
信環境に配慮

• テキストメッセージで
予約可

• 9ヶ国語に対応

• 都市部の通信環境
が前提

• アプリを使用
• 当初は英語のみ

車両

• オートリークシャーも
選択可

• Uber よりも低価格
帯の車両に強み

• オートリクシャーは少
ない(16年に撤退後
18年に再導入)

• 大型車や高価格帯
の車両に強み

支払

• 独自決済プラット
フォームのOla 
Moneyが中心

• 当初から現金対応

• 独自決済手段はも
たず、Paytm
wallet 等外部決済
を使用

• 現金対応に遅れ
(2015年対応)

周辺事業
• 周辺事業は消極的
• 17年にフードデリバ

リーへ再参入

• 周辺事業に積極的
• Uber Eats、Uber

Health、Uber
Freight を展開

Ola とUber(India) のインド事業概況 Ola とUber(India) の戦略比較

出所）OlaおよびUber社の各種公開資料よりNRI作成
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海外インフラ輸出の新基軸として広がる事業機会

人口成長の著しい新興国を中心に、大規模な都市再開発プロジェクトが旺盛。インフラ
関連設備投資に限っても、1案件当たり数百億円オーダーと想定されるプロジェクトも散見

• 開発面積350ha 超、バンコク最大級の開
発プロジェクト

• 中央駅フアランポーン駅の老朽化に伴い、将
来6つの路線が集積・交差する予定のバン
スー（バンコク市内中心部から北北西約
10km）の中央駅及び周辺の再開発

• バンスー駅は2020年に開業、計画全体の
完了は2032年予定

• 商業施設、オフィスビル、ホテル、マンション、
公園などを建設し、地域冷暖房システム、太
陽光発電などを導入した最新鋭のスマートシ
ティとして開発

スマートシティバンスー（Bang Sue・タイ）

画像及び情報出所）
JETRO 『タイ王国におけるスマートシティ バンスー中央駅開発プロジェクト』 （2019年4月16日時点）
URL：https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/infra-reports/th_201803.pdf

JICA『タイ国バンスー地区再開発に係る情報収集・確認調査 ファイナルレポート』 （2019年4月16日時点）
URL：http://open_jicareport.jica.go.jp/pdf/1000036564_01.pdf
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GAFA、アリババ等プラットフォーマーの台頭

スマートシティは、欧米では次ページ以降にある様に、情報通信システム基盤に重点が置か
れるが、これまで、日本では都市開発や施設・インフラ整備に着目される傾向にあった

 欧米では、GAFAやシステムベンダーが中心となり、情報通信システム基盤の整備を軸としたスマートシティ開発が行われている。

 一方、日本では、これまでスマートシティというと商社や重電メーカーが主要プレイヤーになることが多かった。

参画予定企業 提供予定インフラ

住友商事 高品質住宅（不動産開発）
スーパー、ドラッグストア

三菱重工 自動運転バス
地域熱供給

パナソニック スマート家電
PM2.5対策空調

ダイキン工業 防湿機能が高い空調

東京メトロ 都市鉄道システム
駅ビル

KDDI スマートメーター
データセンター

NEC 顔認証監視システム
データセンター

市川環境エンジニアリング ゴミ回収、再利用

• 日系企業20社以上と経済産業省が参画し、日本企業が発電所
や鉄道等の個別大型インフラだけでなく、様々な生活関連ソリュー
ションを「街ごと」輸出できることを示す好機となるプロジェクト

• ハノイ中心地から北に車で15分程の土地310ヘクタールを開発
⁻ 第1期：18年10月着工、19年末までに7,000戸のマン

ションと商業施設などを整備
⁻ 2023年までに完成予定

ベトナム・スマートシティの計画概要と参画予定日本企業

出所）日経新聞2018年2月15日、The Voice of Vietnam（画像出所：
https://english.vov.vn/economy/hanois-us4-billion-smart-city-to-enter-first-phase-by-late-2018-377286.vov）
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GAFA、アリババ等プラットフォーマーの台頭 【Cisco】

Ciscoは、 Kinetic for Citiesを導入し、
主に都市行政の効率化に向けたソリューションを、自社ネットワーク技術で実現する

Cisco Kinetic for 
Cities Lighting

Cisco Kinetic for 
Cities Parking

Cisco Kinetic for 
Cities 

Urban mobility

Cisco Kinetic for 
Cities 

Environment

Cisco Kinetic for 
Cities Safety and 

Security

Cisco Kinetic for 
Cities Waste 
Management

• 都市の光熱費の38%になることもある街灯の
LED化、点灯管理、保守・保全。

• 満空状況の把握と活用によるダイナミックプライ
シング、駐車違反の摘発

（行政、デベロッパー、FM、住民向け）

• 車両通行状況と混雑パターンの履歴とリアルタ
イムデータから都市交通計画の策定、公共交
通の運行管理を改善

• 大気の品質、水位などをモニタリングすることで
火災、公害、洪水、地震などのインシデントか
ら住人を保護する。

• インシデントの発見と通報による法執行機関
の迅速な派遣。

• 犯罪パターンの予測。

• ゴミ箱の状況を監視することで効率的な収集
の運行管理とゴミ箱の火災や移動などのインシ
デントを管理する

利用

データ
分析/

SI

データ
PF

データ
収集

Cisco Kinetic for Cities

Historical / Real time data

Digital Network Architecture for Cities

Historical / Real time data

出所）Cisco HP、公開情報よりNRI作成

照明、監視カメラ、交通信号、ごみ箱、
駐車場、天候センサー、人感センサ等

Partner Application and urban services

公共交通、交通管制、セキュリティ、照明
ゴミ収集、駐車場管理等

Ciscoの想定するスマートシティー事業
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GAFA、アリババ等プラットフォーマーの台頭 【Google】

Googleは、トロントのSidewalk Laboにて、ありとあらゆる場所、ヒト・モノの動きをセン
サーで把握し、効率化・快適化を追求する街づくりに着手している

Safer and Convenient
Mobility 

Efficient 
Housing & real estate

New standard of 
sustainability

Vibrant 
public realm 

自動運転、GPSデータを駆使して
Point to Pointの移動を安価に
安全に快適に実現。

モジュラー技術の活用やincome 
based rental programなどによ
り柔軟で効率的な住まいの実現。

エネルギー、廃棄物、CO2の削減
のための設計とインフラの導入。

データと自動運転などの組み合わ
せで公共施設の利用を快適・安全
にし、ソーシャルコネクションを活発
にする。

Close-knit
community 

データを活用して地域コミュニティー
へのサービスの魅力度を高め、コス
トを下げる。

Open 
digital infrastructure 

データ、コネクティビティをオープンに
し、イノベーションの創出を狙う。

出所）Sidewalk labo、公開情報よりNRI作成

デジタル
レイヤー

建築物

モビリティ

パブリック
領域

インフラ

物理
レイヤー

電力、通信、上下水道、廃棄物処理設備 等

道路、公園、街路等

鉄道、バス、自動車（自動運転）、交通信号等

オフィスビル、マンション、病院、駅、
商業施設等

IoTプラットフォーム
各種アプリケーション・サービス等

Googleの想定するスマートシティー事業
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GAFA、アリババ等プラットフォーマーの台頭 【Siemens】

Siemensは、MindSphereを導入し、
都市事情に応じて、自社のエネルギー・鉄道・ビル等の設備・制御システムとも組合せて提供

出所）Siemens IRよりNRI作成

Sector

Vertical
Use Cases

And
Horizontal
enabling

Platforms

Assets

エネルギー 鉄道
政府/公共

建物

・メーターデータマ
ネジメント

・マイクログリッド
等

・デジタル活用で
の予兆保全

・エネルギー効率
的活用 等

・ビル管理効率
化・最適化

・エネルギー効率
的活用 等

Flex LTP
Energy IP

DES

Ralligent
Navigator

Hacon

Navigator
Energy IP

MindSphere

・発電設備
・送配電設備
等

・車両
・信号インフラ
・駅 等

・空港
・議会ビル
・物流 等

 AIを搭載したクラウドベースのMindSphere
を基盤としてセクター別のプラットフォームがそ
の上に展開される構造となっている

 Siemensは、発電設備や車両、ビル内設
備を製造・保守している。将来的には、これ
らの設備が都市内で、都市プラットフォーム
（MindSphere）を通じて、連携・制御さ
れる姿を目指しているように見受けられる

Siemensの想定するスマートシティー事業
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GAFA、アリババ等プラットフォーマーの台頭 【Alibaba】

Alibabaでも、交通管制や決済などを中心に都市内でのサービス提供に向けて、
プラットフォーム事業を展開している

Traffic 
Congestion and 
Signal Control

Public 
Transportation 

and Vehicle 
Dispatch

蟻金融

City Event 
Detection and 

Smart Processing

Community and 
Public Safety

アリトラベル

• 画像診断を基にした信号機制御による渋滞
緩和（交通速度15%改善）、緊急車両の
優先通行（到着時間30%改善）

• 住民の移動遅延状況を監視カメラ, 地図
データ、携帯電話データなどを活用して把握、
公共交通の運行を適正化。

• ゴマ信用データを市政府の個人信用情報管
理に提供。

• 画像診断を基にした事故の自動認識とアラー
ト提供、緊急車両の派遣（交通事故認識は
95%の正確性）

• 監視カメラ画像を行政に提供し、公共安全向
上に活用する。

• 顔認証でチェックイン、入室などを可能にする
サービス。

利用

データ
分析/

SI

データ
PF

データ
収集

バ
ス

地図データ

タ
ク
シ
ー

監
視
カ
メ
ラ

携
帯
電
話

信
号
情
報

ア
ク
セ
ス
ポ
イ
ン
ト

データフュージョンプラットフォーム

インテリジェントアルゴリズムプラットフォーム

Traffic Congestion and Signal Control

Public Transportation and Vehicle Dispatch

City Event Detection and Smart Processing

Community and Public Safety

ト
ラ
ッ
ク

Historical / Real time data

Historical / Real time data

キヤリア
データ

運行・管制
システム

信号管制
システム

2018年中に監視カメラ
1,700台を設置予定。

（250台＠2018年3月）

Alibabaの想定するスマートシティー事業

出所）Alibaba HP、公開情報よりNRI作成
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日本の社会課題の解決（Society5.0）

都市部だけではなく、地方部や過疎部におけるインフラ老朽化や交通弱者発生の問題も
スマートシティソリューションの活用によって解決が望まれる

EVバスカープール

病院

住宅地

役所・公民館

自動運行EV・
通勤・通学バス

重要施設に電力を供給

車両遊休時の余剰電力充電
電力需給・交通状況を
勘案した最適充放電

EVバス蓄電池の
遊休時電力供給

マイクログリッドのDERを活用し、
系統に対して追加サービス

（容量市場、アンシラリ市場）
を実施

電柱を活用した
自動運行支援

系統電力

再エネ

Grid Parity である市場

リサーチパーク

商品の自動配送
移動データに基づいた

小売への送客スーパー

域内の
シェアEV移動

重要施設に電力
を供給
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日本の社会課題の解決（Society5.0）

 AI及びビッグデータを活用し、社会の在り方を根本から変えるような都市設計の動きが国際的に急速に進展している。第四
次産業革命を先行的に体現し、革新的な暮らしやすさを実現する最先端都市となる「スーパーシティ」の構想を実現するた
め、内閣府特命担当大臣（地方創生）の下、「スーパーシティ」構想の実現に向けた有識者懇談会が開催され、「スー
パーシティ」構想の考え方がとりまとめられている。

日本においても国家戦略特区の枠組みを活用して、スーパーシティ構想が動き出す

 移動：自動走行、データ活用による交通量管理・
駐車管理など

 物流：自動配送、ドローン配達など
 支払い：キャッシュレスなど
 行政：ワンスオンリーなど
 医療・介護：AIホスピタル、データ活用、オンライン

（遠隔）診療・医薬品配達など
 教育：AI活用、遠隔教育など
 エネルギー・水：データ活用によるスマートシステム

など
 環境・ゴミ：データ活用によるスマートシステムなど
 防災：緊急時の自立エネルギー供給、防災システ

ムなど
 防犯・安全：ロボット監視など

2018年11月 懇談会中間報告
2018年12月 海外調査 制度の詳細検討
2019年1月 懇談会最終報告
2019年春 制度整備
2019年夏以降 エリア公募、選定
各エリアでの開発計画策定、インフラ等の整備、運営

「スーパーシティ」の基本構成要素（未来像） 想定スケジュール

出所）内閣府 スーパーシティ構想 HPよりNRI作成
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Agenda

1. スマートシティとは

2. 日本企業および日本にとってのスマートシティの重要性

3. 海外スマートシティでの事業展開を目指す日本企業の問題と打ち手の方向性

4. NRIの考えるスマートシティの方向性
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海外スマートシティでの事業展開を目指す日本企業が
直面しがちな問題と打ち手の方向性

①組織・人材

②プラットフォーム
機能構築

③マネタイズ
手法

複数事業連携の難しさ
スマートシティは多数の事業分野に関わり、ハードウェアとソフ
トウェア／情報システムの双方に関わる事業である。多くの日
本企業にとって、スマートシティは複数事業部門での連携で
進めなければならないものである。事業部門間で調整を取っ
て、どの部署が主導するのかを決めるのは容易なことではない。

コスト・技術面でのGAFA対抗の難しさ
スマートシティの統合ITプラットフォームを構築、あるいはクラウ
ドで提供することは、技術力の問題および、日本企業より遙
かに膨大なサーバーを保有・運用しているGAFAにコストで対
抗できるのかという観点から問題視する声は少なくない。

投資に見合うだけのマネタイズの難しさ
スマートシティ・プロジェクトに投資してITプラットフォームを構
築しても、儲からない、マネタイズできないのではないかと考え
る企業は少なくない。
スマートシティを自治体のスマート化として捉えた場合、一義
的には自治体からフィーを得ることで投資回収していくことに
なるが、財政的にも潤沢ではない自治体は多い。

デジタルゼネコン機能の整備・拡充
ハード・ソフト・サービス・都市開発を理解するチームを形
成し、関係各所を調整することが重要

状況に応じた機能構築方法の使い分け
デジタルネイティブ系プラットフォーマーとの連携、自社
（日系）プラットフォーム機能の拡充、そもそもプラット
フォーム未活用など、都市の規模・目的・範囲に応じて
使い分けを検討することが重要

複数のマネタイズポイントの組合せ
不動産、サービス(as a service）※、機器・設備売り、プ
ラットフォーム利用等のマネタイズポイントがあるが、自社既存
事業や強みとの関係性で、複数のマネタイズポイントのポート
フォリオを上手く設計することが重要

※サービス(as a service）としては、物件サービス、行政
サービス、入居企業・居住者・来訪者サービス等がありえる

日本企業の直面しがちな問題 打ち手の方向性
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①組織・人材

スマートシティは多数の事業分野に跨っており、ハードウェアとソフトウェア／情報システムの
双方に関わる事業であり、全領域の俯瞰・横串が重要になってくる

 フルタイムのスタッフは100-140名程度。
その他に外部のコンサルタントは100-
140名程度いる。

 外部コンサルタントは、設計者、デザイ
ナー、交通エンジニア、civilエンジニア、
politicalエンジニアなどである。

 外部のコンサルタントの機能は、イノベー
ションアジェンダや技術面でのサポートとい
うよりも、交通計画や伝統的なエンジニア
リングでのサポートを想定している

（米系プラットフォーム事業者）

 スマートシティ領域にて、データを活用したソ
リューションを提供するにはStrong Teamが必
要になる。

 ①データサイエンティストのチームが必要となる。
データを抽出するやり方に関する知見を有してい
ることが重要である。

 ②データをクラウドコンピューティングに送る等のイ
ンフラに精通している人員も必要となる。

 ③データ分析をするアルゴリズムを回せる人員が
必要になる。

 ④ビジネスバリューを試算し、マルティモーダル計
画等（＝アプリ開発）を建てられる人材が必要。
UXの設計や最適化に関する知見が必要になる。

 ⑤さらに、S/W, H/W、システムアーキテク
チャー・ビジネスモデリングへの精通も必要となっ
てくる。

（シンガポール系エンジニアリング会社）

スマートシティ事業実現に向けた必要機能に関する認識

出所）各社インタビューよりNRI作成
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①組織・人材

設備・データ・システム・都市内活動を結びつけられる「デジタルゼネコン機能」を有する
チームを立ち上げることが重要

自治体

住民
企業

来訪者
Business 
Develop-

ment

Digital
Engineering

IaaS

MaaS

：

スマートソリューション

エネルギー
ビル設備

：

従来型インフラ・機器

情報

情報収集・蓄積・
統合・分析・制御

制御
指示

制御
指示

情報

提
携

導入
提案

導入
提案

スマートシ
ティ便益①

スマート
シティ便
益

スマートシティ・ソリューションのビジネスプロセス

スマートシ
ティ便益②

スマートシ
ティ便益③

最終裨益者

・・・・・

SIer(PoC)

EPC

プラットフォーマー

デベロッ
パー

運用

O&M

• SIer 等

• エンジ会社
• メーカー 等

• SIer 等

機器

機器

通信
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②プラットフォーム機能構築

スマートシティの状況や目的に応じた機能構築方法の使い分けが重要だと考える

プラットフォーム機能を未整備で
都市機能の高度化を図る

デジタルネイティブのプラットフォーム
機能との連携

（日系）プラットフォーム機能
の強化

大規模な都市
広範なサービス

小規模の街区
限定的サービス

投資対効果低い
or

国策として必要薄い

投資対効果あり
or

国策として必要あり

スマートシティの状況・目的 プラットフォーム機能構築の方向性例
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③マネタイズ手法＞ 【物件サービス】 Honeywell

Honeywellは設備データを統合・分析し、メンテ効率化・省エネ（OPEX削減）、修理・
改修意思決定補助（CAPEX削減）、生産性・健康促進（快適性向上）を目指す

• OPEX:ﾒﾝﾃ効率、省ｴﾈ
• CAPEX: 修理・改修の

意思決定
• 生産性・健康促進

• 通常の定期メンテよりも
遠隔常時監視により
50%早く異常を検知

• ビルパフォーマンスの見える化

• ダウンタイムを削減するため
優先度の高いタスクを抽出

• 資産パフォーマンスの
レビューにより、将来の
対策案を検討

Connected services フロー Connected services による顧客価値

出所）Honeywell社 パンフレット「Connected Building」 （2019年4月16日時点）
URL：https://buildingsolutions.honeywell.com/en-

US/newsevents/resources/Publications/Outcome%20Based%20Service%20Brochure-Global.pdf

https://buildingsolutions.honeywell.com/en-US/newsevents/resources/Publications/Outcome Based Service Brochure-Global.pdf
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③マネタイズ手法＞ 【行政サービス】 Amsterdam Smart City

 Luminextの照明システムはハードウェアとソフトウェアから構成されている

電灯柱に設置された街灯コントローラーがLuminizerコントロール＆管理ソフトウェアとコミュニケーションする

Luminextの照明ソリューション「Luminizer」は、必要な時だけ照明を最大にし、
不要な際には最大限照度を落とすことにより、最大70%の省エネを可能にしている

照度管理スケジュール例

照明ソリューション構成

街灯資産管理ツール

Luminext社 照明ソリューション「Luminizer」

出所）Luminext社 スマートライティングソリューション「Luminizer」 パンフレット
同社以下Webページより配布（2019年4月16日時点）
https://www.luminext.eu/en/lightmanagement/

https://www.luminext.eu/en/lightmanagement/
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③マネタイズ手法＞ 【入居企業・居住者・来訪者サービス】 バンドルズ

バンドルズは、洗濯機、乾燥機、食洗器、コーヒーメーカーのサブスクリプション契約であり、
購入ではなく月基本料金と利用回数従量料金を支払う

 Mieleの製品をサブスクリプション契約し、€1,500程度費用削減できる（修理・メンテナンスもバンドルズ負担）。

 解約は自由だが、バンドルズ側が製品のパフォーマンスチェックを行い、新規顧客に引き渡すためのフィーとして€89程度を支払う。

Smart 
Plug

Smart 
Plug

Smart 
Plug

Smart 
Plug

Router

wireless

Bundles
Platform

internet

• スマートアルゴリズムで、アプライアンスのエネルギー利用を
学習し、より効率的な利用によるエネルギー消費削減機
会を見出す。

• ユーザーが希望すれば、個人向けの最適化ティップを提
供。

• バンドルズ側は、上記情報を使ってメンテナンスを最適化
する（アプライアンスが適正に機能しているか確認）。

• 製品メーカーは、上記情報を製品デザイン・プロセスで性
能向上のために活用する。

• バンドルズは、電力会社のイノベーションマネージャーの職
を辞したMarcel Petersが2014年に設立。

• 低品質の製品を保有するより、高品質の製品をサブスク
リプションする方が、安く、無駄が少ないと言う考えに基づ
く。

洗濯機 乾燥機 食器洗浄機 コーヒーメーカ

出所）アムステルダムスマートシティ Bundles社紹介ページ https://amsterdamsmartcity.com/products/bundles
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③マネタイズ手法＞ 【入居企業・居住者・来訪者サービス】 Centrica

英国の電力ガス大手Centrica社は、エネルギーと家電機器利用をセットで提供する、
ホームオートメーションサービス事業を開始している

 英国の電力ガス大手Centrica社は、
ホームオートメーション市場に参入

 家庭のあらゆる機器へのアプローチを開始

英Centrica社が提供しているホームオートメーション関連サービス

出所）Centricaウェブサイト（2019年4月16日時点）
https://www.centrica.com/about-us/what-we-do/connected-home

https://www.centrica.com/about-us/what-we-do/connected-home
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③マネタイズ手法＞ 【入居企業・居住者・来訪者サービス】 FABMARKET

 ファブラボは、デジタルからアナログまでの多様な工作機械を備えた、実験的な市民工房のネットワーク

 個人による自由なものづくりの可能性を拡げ、「自分たちの使うものを、使う人自身がつくる文化」を醸成することを目指している

 必ずしもシティデータと関係が必要な訳ではないが、シティデータとデジタルシティの場を活かしたファブラボ/ファブマーケットのような仕組
みが可能

ファブラボネットワークは、デザイナーや製作者参加型でのデジタル製造（Digital
Fabrication)を推進するために、ファブマーケットを運営

デザイナー
製作者

製品デザインを応募

承認

Local FabShop
（地域の工房）

承認を受けると、地域
のFabShopに招待さ
れて、試作品製作や

テストを実施

FabLab
Barcelona

FABMARKETで商品が売
れるほど製造費ディスカウン
トをオファー

FABMARKET
（オンラインショップ）

出所） FABMARKET社 HP
http://market.fablabs.io/#products

ファブラボ サービススキーム
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③マネタイズ手法＞ 不動産・設備・プラットフォーム利用料・アプリケーションのポートフォリオ

不動産・ハード・プラットフォーム・サービス提供の事業ポートフォリオをいかに構築するかも
マネタイズ上重要な論点になる

サービス
（個別アプリ）

設備・機器

IT プラットフォーム

建物

不動産
不動産ソーシング・造成

不動産売却・賃貸

オフィスビル 商業施設 住居 病院 空港・駅舎 ・・・・

データ基盤／ネットワーク／データアナリティクス／APIマネジメント／ユーザーID管理等

各種
センサー

監視カメラ 電力設備 照明 家電 ・・・・

モビリティ
サービス

エネマネ
サービス

ヘルスケア
サービス

インキュベー
ションサービス

コミュニティ
形成サービス

・・・・

インフラ
エネルギー

関連インフラ
モビリティ

関連インフラ

セキュリティ
関連インフラ

上下水道
関連インフラ

廃棄物処理
関連インフラ

・・・・

サービス提供
（as a service型）

ハード提供＋保守

プラットフォーム提供

ゼネコン・不動産

スマートシティにおけるマネタイズポイント
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①スマートシティは、民間ビジネスとして捉えないと継続的な成立・普及は難しいのではないかと考える

 スマートシティ整備に向けて、都市問題の解決を一義的に考える公共と、都市におけるマネタイズを一義的
に考える民間企業とでは、行動論理が異なっている。

 スマートシティを補助金行政による一時的な構築にしないためには、継続的な民間企業のビジネス成立が
重要な鍵になってくる。

②スマートシティにてマネタイズするには、事業ポートフォリオの組み方を各社見極めることが重要になる

サービス提供、設備・機器提供、プラットフォーム提供、不動産事業など様々な要素でスマートシティ事業
は構成されている。

自社の強みを鑑み、上記マネタイズポイントを上手く組み合わせる、あるいは絞り込んだマネタイズポイントに
特化することことが民間企業がスマートシティ領域で事業展開する鍵になる。

③プラットフォーム機能を競争力を有して戦える日本企業は極めて限定的である。プラットフォーム機能の整
備は、スマートシティの条件や目的によって、使い分ける必要があるのではないかと考える

4. NRIの考えるスマートシティの方向性
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